
 
令和  年  月  日 

天川村長 車 谷 重 高 殿 

 

（申請者） 

住所 

法人名称 

代表者氏名 印 

 

 

 

天川村新型コロナ対策・観光関連事業者向け応援金給付申請書 

 

 

天川村新型コロナ対策・観光関連事業者向け応援金（中小法人等向け）給付要綱第５条第２項の規定に

基づき、次の通り申請いたします。 

 

 
 

１．同意・宣誓事項記入欄 

 

天川村新型コロナ対策・観光関連事業者向け応援金の申請にあたり、次に掲げる全ての事項について宣

誓又は同意をし、各項目にチェックを付してください。 

（すべてにチェックがない場合は、給付決定を行うことができません。） 

 
  天川村新型コロナ対策・観光関連事業者向け応援金（中小法人等向け）給付要綱（以下「要綱」と

いう。）第３条の給付対象者の要件を満たしていること 

  申請書に添付する証拠書類等（以下基本情報等」という。）の内容が虚偽でないこと 

  要綱第７条の不給付要件に該当しないこと 

  村長または村長が委任した者が行う、関係書類の提出指導、事情聴取等の調査に応じること。 

  不正受給等偽りその他不正の行為（詐欺、脅迫、贈賄その他の刑法各本条に規定するものをいう。）に触れ

る行為のほか、刑法上の犯罪を構成するに至らない場合であっても、故意に基本情報等に虚偽の記入を

行い、又は偽りの証明を行うことより、本来受けることができない給付金を受け、又は受けようとするこ

と）が判明した場合には、要綱第１０条の規定に従い給付金の返還等を行うこと 

  要綱別紙で定める暴力団排除に関する誓約事項に同意すること 

  天川村新型コロナ対策・観光関連事業者向け応援金（中小法人等向け）給付要綱に従うこと 

  村長または村長が委任した者が申告書類を閲覧することに同意すること 

様式第１号（第５条関係） 



 
 

２．基本情報記入欄 

以下の①～⑳に必要事項を記入してください。 

 項目名 記入欄 説明 

 

 

① 

 

 

法人番号 

 13 桁の法人番号を記入して 

ください。国税庁の「法人番 

号公表サイト」で確認ができ

ます。 

② 法人名  会社名を記入してください。 

 

③ 
申請者の

本店住所 

〒 －     

 

④ 
 

書類送付先 
〒 －    ②と同じ場合は、記入不要 

 

⑤ 
業種 

（日本産業

分類） 

大分類： 

中分類： 

小分類： 

大分類、中分類、小分類で該

当する業種を記入してくださ

い。 

⑥ 設立年月日  西暦 年 月 日  

 

⑦ 
資本金の額又は

出資の総額 

  

（ 
   

）円 
資本金の額又は出資の総額

を記入してください。 

 
⑧ 

 

常時使用す

る従業員 

  
（ 

   
）名 

常時使用する従業員の数を

記入してください。詳細は※ 

１参照 

⑨ 代表者役職 
  

⑩ 代表者氏名 
  

⑪ 代表者電話番号 
  

⑫ 担当者氏名 
  

⑬ 担当者電話番号 
  

 

 

⑭ 

 
前の事業年

度の事業収

入 

  

 

（ 

   

 

）円 

対象月が属する事業年度の

前の事業年度の事業収入を

記入してください。添付Ａと

整合していることが必要で 

す。詳細は※２参照。 

 

 

⑮ 

 
対象月・前

年同月比売

上減少率 

  対象月：2020 年（ ）月 

  前年同月比売上減少率： 

（⑰－⑯）÷⑰×100＝（ ）％ 

※少数点以下切り捨て 

2020 年のうち、前年同月比で 

30％以上（小数点以下切り捨

て）売り上げが下落したひと

月を記入してください。 

詳細は※３参照 

 
⑯ 

 

対象月の月

間事業収入 

  
（ 

   
）円 

添付Ｂと整合していること

が必要です。 

詳細は※３参照 

 

 

⑰ 

対象月の前

の事業年度

の同月の事 

業収入 

  

 

（ 

   

 

）円 

添付Ａと整合していること

が必要です。 

詳細は※３参照 

様式第１号（つづき） 



 
 

 

 

 

 
 

⑱ 

 

 

 

 
 

給付申請額 

  ⑭の金額－（⑯の金額×１２） 

＝（ ）円（イ） 

  （イ）の額の千円未満を切り捨てた額 

＝（ ）円（ロ） 

  （ロ）が３０万円未満の場合 

 給付申請額＝（ロ）の額 

（ロ）が３０万円以上の場合 

 給付申請額＝３０万円 

2019 年に創業した法人、月当 

 たりの収入変動が大きい法 

 人、事業合併を行った法人に 

 は、計算方法に特例がありま 

 すので、要綱をご確認いただ 

 くか、地域政策課までお問い

合 わせください。 

 

 

 

 

 

 

⑲ 

 

 

 

 

 

 

振込口座 

ゆうちょ

銀行 

記号（５ケタ）  口座名義人は申請される法

人名と一致している必要が

ありますが、法人の代表者名

義でも可とします。 

添付Ｃと一致していること

が必要です。 

番号（８ケタ）  

 

 
 

上記

以外 

金融機関名  

金融機関コード（４ケタ）  

支店名  

支店コード（３ケタ）  

種別 □普通 □当座 

口座番号  

口座名義（フリガナ）  

口座名義  

 

 

 

 

 

 

 

 
⑳ 

 

 

 

 

 

 
新型コロナ

ウイルス感

染症拡大の

影響等 

□利用客の減少 

→ □休業によるもの 

→ □営業時間短縮によるもの 

→ □その他（ ） 

□業務受注額の減少 

→ □受注量の減少 

→ □受注単価の低下 

□生産物の販売額の減少 

→ □販売量の減少 

→ □販売単価の低下 

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

該当する内容にチェック又

は記入してください。 

 

※１「常時使用する従業員数」に係る詳細説明 

○ 「常時使用する従業員」とは、労働基準法第２０条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とす

る者」を指します。（パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、非正規社員及び出向者につい

ては、当該条文をもとに個別に判断します。会社役員及び個人事業主は予め解雇の予告を必要とす

る者に該当しないため、「常時使用する従業員」には該当しません。） 

 

※２「前の事業年度の事業収入」に係る詳細説明 

○ 事業収入は、確定申告書（法人税法第二条第一項三十一号に規定する確定申告書を指す。以下同

じ。）別表一における「売上金額」欄に記載されるものと同様の考え方によるものとします。 
 

※３「対象月」「対象月の月間事業収入」「対象月の2019年同月の事業収入」に係る詳細説明 

○ 対象月は、2020年１月から申請を行う日の属する月の前月までの間で、前年同月比で事業収入

が 30％以上減少した月のうち、ひと月を申請者が任意に選択できます。 

○ 対象月の事業収入については、新型コロナウイルス感染症対策として国や県等から支給され 
る給付金等の現金給付を除いて算定することができます。 

様式第１号（つづき） 



 
 

３．添付書類チェック欄 

 

本申請では、Ａ～Ｄの添付書類が必須となります。同封いただく添付書類にチェックを入れてください。 

 

 

事業収入を証する書類として、以下のいずれかを添付しチェックを入れてください。 

 

 

 
□  確定申告書類第一表の控え（１枚）＋法人事業概況説明書の控え（２枚（両面）） 

（提出対象は、対象月の属する事業年度の直前の事業年度の分です。） 

 

※１ 確定申告書第一表の控えには収受日付印が押印（受付日時が印字）されていることが必要です。 

※２ e-Tax を通じて申告を行っている場合、「受信通知」を追加で提出してください。受信通知は、申告者の氏名又

は名称、提出先税務署、受付日時、受付番号及び申告した税目等が表示された、申告等データが税務署に到達し

たことを確認できるメール詳細がわかるものとします。なお、確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付

番号」の記載のあるものについては、「受信通知」の添付は不要とします。 

※３ 直前の事業年度の確定申告の申告期限前である場合や、申告期限が延長されている場合など、相当の事由によ

り対象月の直前の事業年度の確定申告書類の控えが提出できない場合、又は、上記※１に係る収受日付印 

（受付日時の印字）、または、上記※２にかかる受信通知のいずれも存在しない場合、下記の書類を代替の

証拠書類等として提出することができます 。 

  ２事業年度前の確定申告書類の控え又は 

  税理士による押印及び署名がなされた、対象月の属する事業年度の直前の事業年度の確定申告で申告

した又は申告予定の月次の事業収入を証明する書類。（様式自由） 

 

（イメージ） ＋ ＝合計３枚 

様式第１号（つづき） 

添付Ａ：確定申告書類 



 
 

 

2020年の対象月の月間事業収入を証する書類として、以下のいずれかを添付しチェックを入れてください。

フォーマットの指定はありませんが、提出するデータが対象月の事業収入であることを確認できる資料を

提出してください。「2020年〇月」と明確に記載されている等） 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、月間事業収入がゼロであり、売上台帳等で示すことが

できない場合は、売上がゼロであることの理由書（押印付き）を代替書類として提出し、以下の⑤にチェッ

クを付してください。 

 

 
 

□ ①経理ソフトから抽出した売上データ 

□ ②エクセル等で作成した売上データ 

□ ③手書きの売上帳のコピー 

□ ④その他「 」 

□ ⑤売上がゼロであることの理由書（押印付き） 

 
 

（イメージ） 

 
 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
③ 

様式第１号（つづき） 

添付Ｂ：対象月の月間事業収入 



 
 
 

 

以下のいずれかを添付し、チェックを入れてください。 

※口座名義人は申請される法人名と一致している必要があります。 

 
 

□ ①通帳（表紙の裏側）の写し 

□ ②電子通帳画面のコピー 

 
 

（イメージ） 

① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    添付Ｄ：納税証明書 

 

    以下の書類を添付し、チェックを入れてください。 

   
    □ 納税証明書(天川村が発行する完納証明書) 

    

様式第１号（つづき） 

添付Ｃ：通帳の写し 



 
 

 

４．申請方法チェック欄 

 

申請は、郵送または地域政策課窓口によるものとします。 

 
 

（１）郵送の方法 

 
 

  送付先は、以下のとおりとしてください。また、封筒表面には、「天川村新型コロナ対策・観光

関連事業者向け応援金申請書在中」と記載してください。 

（送付先） 

〒６３８－０３９２ 

天川村沢谷６０ 

天川村役場 地域政策課 あて 

  封筒の中身は、様式１から、様式４、添付書類Ａ、Ｂ，Ｃ，Ｄの順に並べて入れてください。 

  様式１、添付書類Ａ～Ｄごとに複数枚あるときは、それぞれホッチキス留めをしてください。 

  添付書類の右上に、それぞれＡ～Ｄの記号を記入してください。 

 

 
 

 

 
 

（２）申請書送付前に、以下の項目を確認し、チェックをいれてください。 

 
 

  様式１、様式４、添付書類Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄに漏れはありませんか。 

  添付書類の右上に、添付書類のアルファベットを記入していますか。 

  様式、添付書類が複数枚あるときは、それぞれホッチキス留めをしていますか。 

  送付先に誤りはありませんか。 

様式第１号（つづき） 

〒638-0392 
 
天川村沢谷60 
 天川村役場 

地域政策課あて 

天川村新型コロ

ナ対策・観光関

連事業者向け応

援金申請書在中 

Ａ 

様式１ 様式４ 

速やかに給付を行うた 
め、給付決定日・番号、

請求日・請求金額は空欄

として、 提出してくだ

Ｂ Ｃ Ｄ 


